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施設園芸ニュースレター 第 1１１号 

令和 ４年 ５月 

 

 
 
 
 

【協会からのお知らせ】 
  

 

 
 
 

＊５月 25日（水）～  

「令和４年度第 23回施設園芸技術初級講座」の実施 

場所：千葉大学（柏の葉キャンパス）植物工場研修棟 

     千葉県柏市柏の葉 6-2-1 

＊６月 ３日（金） 

「令和４年度 定時会員総会」の開催 

場所:ＫＫＲホテル東京（竹橋） 

＊7月 20日（水）～22日(金） 

「施設園芸・植物工場展 2022」（ＧＰＥＣ)の開催 

場所:東京ビックサイト南３・４ホール 

 

※今後のスケジュールについては、新型コロナウイルス感染の影響が不透明であり、中止・延期等の情報は 

速やかにお伝えできるように努めます。 

 

 

  
 

４月 １日付け  採用  参 事 岡田 邦彦 

４月 14日付け  退職  参 事 高市 益行 
 

 

 

 

施設園芸等燃油価格高騰対策、スマートグリーンハウス展開推進事業及び農林水産データ管理・活

用基盤強化事業（施設園芸分野）の当協会での継続実施、さらに水田農業高収益作物導入推進事業

(全国推進)の野菜流通カット協議会での継続実施が決まったことから、協会の令和４年度の業務内容

が概ね決まりました。なお、これに合わせ業務執行体制も一部見直し、４月からの協会の各業務や事

業の担当を次のとおり整理しましたので、問い合わせの際などにご活用ください。

編集・発行：一般社団法人日本施設園芸協会 東京都中央区東日本橋 3-6-17山一ビル４F 

Tel:03-3667-1631 Fax:03-3667-1632  ホームページ https://www.jgha.com 

１．（一社）日本施設園芸協会 今後の主要行事予定 

 

２．（一社）日本施設園芸協会 人事異動について 

３． (一社)日本施設園芸協会 令和 ４年度の業務分担について 
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備考：上記は当面の分担であり、農水省の補助事業は、業務量等が不透明なものもあるので、今後の状況を見て   

必要な場合は所要の修正等を行います。 

 

担当部長等 全体

一般社団法人の管理・運営(理事会、総会） 藤村、岡田、石上、阿部 会長

役員業務打合せ 藤村、岡田 会長

   協会の総務企画委員会の対応 藤村、岡田 会長

　 日本型大型モデルハウス実証・支援事業関係 岡田、藤村 会長

施設園芸総合セミナー（東京） 近野、岡田 藤村

施設園芸新技術セミナー（高知県予定） 平島、土屋 藤村

施設園芸・植物工場展（GPEC)準備 平島、藤村 会長

技術講座関係 長岡、岡田 藤村

国内産地・施設研修 近野 藤村

海外研修（来年度の準備） 平島､藤村 会長

予算説明会 長岡、藤村 会長

協会と農林水産省との意見交換会 藤村、長岡 会長

資源循環・園芸用プラスチック適正処理対策事業 近野 藤村

構造診断診断指導委員会*(*は外部からの要請に応じて対応、以下同じ） 近野、岡田 藤村

コンサルティング* 土屋　 藤村

新資材の推奨・認定､省エネ資材･設備の格付* 近野、岡田 藤村

委託試験* 平島 藤村

施設園芸ニュースレター 平島、藤村 藤村

「施設と園芸」の編集 岡田、土屋 藤村

出版物の制作・管理・販売 土屋、阿部 藤村

デジタル情報発信 藤村、土屋 藤村

青果物選果・予冷施設協議会の事務局 長岡、藤村 藤村

野菜流通カット協議会の事務局 平島、藤村、長岡 藤村

報道向け事業説明会 長岡、藤村 藤村

50周年記念の検討 岡田、藤村 会長

協会会員の確保 藤村、阿部 会長

JGHAシステム管理及びホームページ運営管理 藤村、岡田 藤村

施設園芸等燃油価格高騰対策 小瀧、近野、岡田 藤村

水田農業高収益作物導入推進事業（全国推進）　　 平島、長岡 藤村

1 全国協議会関係

2 先進的な生産技術の普及関係

3 先進的な出荷技術の普及関係

スマートグリーンハウスへの転換推進 岡田、土屋､長岡 藤村

1 情報発信、実態調査、地域セミナー

2 ネットワークの形成、意見交換会、栽培・経営指導、手引きの策定

3 指導者育成と人材育成カリキュラム等の検討

4 スマートグリーンハウスの導入・ランニングコストの低減等の検討

農林水産データ管理・活用基盤強化事業 岡田、土屋 藤村

1 協調データ項目の特定及びデータ形式の標準化

2 APIの仕様検討

3 APIの接続検証

4 API取扱いルールの策定

5 オープンAPIの必要性に関する関係者の理解醸成

令和４年度日本施設園芸協会の業務推進体制 （令和４年４月～）     　 2022/4/28現在



3 

 

 
 

 
 
 

 
 

 令和３年度第４回理事会については、令和４年３月７日に開催いたしました。 

第４回理事会では、令和４年度事業計画及び令和４年度予算、新規入会についてご審議いただき、

承認されました。 

また、令和４年度第１回の理事会を４月 26日に開催いたしました。 

今回の理事会では、６月３日に開催予定の定時会員総会に諮る議案について予めご審議頂くもので、

令和３年度事業報告及び令和３年度決算、並びに令和４年度事業計画の変更（協会によるスマートグ

リーンハウスへの展開推進及び野菜流通カット協議会による水田農業高収益作物導入推進事業（全国

推進）の実施の確定に伴う事業計画の変更等）、次回総会での役員改選の手続、新規入会等についてご

審議頂き、承認されました。 
 
 

 

 

 

当協会が例年実施しています施設園芸技術講座（初級・中級）につきましては、新型コロナウ

イルス感染拡大に伴う緊急事態宣言発令等に伴い、ここ数年、中止あるいはリモートによる開催

も行ってきたところです。しかしながら、本ニュースレターでも既にお知らせしましたとおり、

本年度からは、従前と同様、対面を基本として下記のとおり開催することといたしました。ただ

し、初級・中級とも、新型コロナウイルス感染状況等により対面開催が不適となった場合はリモ

ートとしますが、その場合は当協会ホームページ等でお知らせいたします。 

 

●第 23回施設園芸技術初級講座 

本年で第 23回目となります初級講座を令和４年５月 25日(水)～27日（金）の３日間、千葉県柏

市の千葉大学（柏の葉キャンパス）植物工場研修棟で開催いたします。講座では、施設園芸の基礎に

関する各分野の講義のほか、植物工場の見学等も行う予定です。 

 今回は、新型コロナウイルス感染対策のため、例年より定員を少なく設定しましたが、第 1 回から

の累計受講者数は 700 名を超えています。継続的にご参加いただいている会員企業も多く、また新た

に参加される企業等もあることから、この講座が高く評価され皆様に広くご承知いただいているよう

に思われます。会員の皆様のご理解とご協力に感謝いたします。 

なお、前記の５月開催に加え、受講機会を逸した方等のために、時期を変えてリモートによる初級

講座の開催機会を設けることを検討しています（５月開催と同内容の予定）。 
 

●第 16回施設園芸技術中級講座 

 昨年度は中止しました中級講座につきましては今年度から再開いたします。実施概要は概ね従前ど

おりで、令和４年８月 31日(水)～９月２日（金）の３日間、初級講座と同じく、千葉県柏市の千葉

大学（柏の葉キャンパス）植物工場研修棟で開催いたします。開催要領等については、５月下旬～６

月上旬を目途に当協会ホームページにアップするとともに当協会会員の皆様に通知いたしますので、

ぜひご覧ください。 

 

担当部長等 全体

一般社団法人の管理・運営(理事会、総会） 藤村、岡田、石上、阿部 会長

役員業務打合せ 藤村、岡田 会長

   協会の総務企画委員会の対応 藤村、岡田 会長

　日本型大型モデルハウス実証・支援事業関係 岡田、藤村 会長

施設園芸総合セミナー（東京） 近野、岡田 藤村

施設園芸新技術セミナー（高知県予定） 平島、土屋 藤村

施設園芸・植物工場展（GPEC)準備 平島、藤村 会長

技術講座関係 長岡、岡田 藤村

国内産地・施設研修 近野 藤村

海外研修（来年度の準備） 平島､藤村 会長

予算説明会 長岡、藤村 会長

協会と農林水産省との意見交換会 藤村、長岡 会長

資源循環・園芸用プラスチック適正処理対策事業 近野 藤村

構造診断診断指導委員会*(*は外部からの要請に応じて対応、以下同じ） 近野、岡田 藤村

コンサルティング* 土屋　 藤村

新資材の推奨・認定､省エネ資材･設備の格付* 近野、岡田 藤村

委託試験* 平島 藤村

施設園芸ニュースレター 平島、藤村 藤村

「施設と園芸」の編集 岡田、土屋 藤村

出版物の制作・管理・販売 土屋、阿部 藤村

デジタル情報発信 藤村、土屋 藤村

青果物選果・予冷施設協議会の事務局 長岡、藤村 藤村

野菜流通カット協議会の事務局 平島、藤村、長岡 藤村

報道向け事業説明会 長岡、藤村 藤村

50周年記念の検討 岡田、藤村 会長

協会会員の確保 藤村、阿部 会長

JGHAシステム管理及びホームページ運営管理 藤村、岡田 藤村

施設園芸等燃油価格高騰対策 小瀧、近野、岡田 藤村

水田農業高収益作物導入推進事業（全国推進）　　 平島、長岡 藤村

1 全国協議会関係

2 先進的な生産技術の普及関係

3 先進的な出荷技術の普及関係

スマートグリーンハウスへの転換推進 岡田、土屋､長岡 藤村

1 情報発信、実態調査、地域セミナー

2 ネットワークの形成、意見交換会、栽培・経営指導、手引きの策定

3 指導者育成と人材育成カリキュラム等の検討

4
スマートグリーンハウスの導入・ランニングコストの低減等の
検討

農林水産データ管理・活用基盤強化事業 岡田、土屋 藤村

1 協調データ項目の特定及びデータ形式の標準化

2 APIの仕様検討

3 APIの接続検証

4 API取扱いルールの策定

5 オープンAPIの必要性に関する関係者の理解醸成

備考：上記は当面の分担であり、農水省の補助事業は、業務量等が不明なものもあるので、今後の状況を見
て、必要な場合は所要の修正等を行います。

令和4年度日本施設園芸協会の業務推進体制 （令和4年４月～）     　 2022/4/28現在

５．令和 ４年度施設園芸技術講座のご案内 

４．令和 ３年度第４回理事会及び令和 ４年度第 1 回理事会について 
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【イベント紹介】 

 
  
   

 

『施設園芸・植物工場展 2022(ＧPＥＣ)』は、「施設園芸」と「植物工場」に特化した国内唯一の専

門展示会として、今回で第７回目を迎えます。会場は、これまで開催してきた東京ビッグサイトに戻

って、４年ぶりの開催になります。第６回目のＧPＥＣは、一昨年７月に愛知県国際展示場で開催予定

でしたが、コロナ禍のため、１年延期して昨年７月に開催させていただきました。昨年７月もコロナ

禍ではありましたが、東海地域の農業者を中心に、施設園芸に関係する多くの皆様のご来場をいただ

き、期待以上の盛り上がりとなりました。 

今回のテーマは、「持続可能でステキな未来型農業へ！」とし、展示場内のセミナー会場においては、

特別セミナー18課題に加え、シンポジウム（４課題＋パネルディスカッション）、海外講演（米国より

ＷＥＢにて）等も開催いたします。内容としては、施設園芸・植物工場の業界動向・新事業展開、統合

環境制御や農業ロボット等の先端技術や自動化苗生産、先進的施設園芸農家による品目ごと（トマト・

きゅうり・パプリカ・イチゴ・レタス等）の研究事例や優良事例など、多くのすぐに役立つ最新情報を

発信いたします。 

展示会場は南３・４ホール（10,000㎡）を使い、全国の施設園芸農家様が、すぐに役立つ最新資機

材や出展各社（152社・団体、347小間）の新製品も数多く提案されます。 

展示会は、一人一人が参加した実感がなければいけません。そのための仕掛けもＧＰＥＣでは、数

多く工夫しました。主催者コーナーでは、日本型大型（1㌶）モデルハウスの展示および賛同支援会員

ブースの設置、モデルハウス内にはピーマンの自動収穫ロボットの実物展示やＡＩで果実とその熟度

を自動判別し収穫量を予測するモニタリングシステムの実物展示、生産者相談コーナー（➀補助金等、

②栽培技術、③養液栽培・植物工場、④公庫・融資等）、政府・公的機関情報コーナー、施設園芸の変

遷パネル展示などの設置を行います。皆様の積極的な参加を期待しております。 

ぜひ、この展示会で何かヒントを持ち帰りましょう！ 
 

開催概要等は、以下のとおりです。 
 

◇ 開催概要 

■日 程：令和 4年 7月 20日（水）～22日（金）10：00～17：00 

■会 場：東京ビッグサイト 南３・４ホール 

■テーマ: 「持続可能でステキな未来型農業へ！」 

■主 催：一般社団法人 日本施設園芸協会 

■後 援：農林水産省、経済産業省、（一社）全国農業協同組合中央会、全国農業協同組合連合

会、農林中央公庫、（一社）全国農業会議所､（公社）全国農業共済協会、 (株)日本政

策金融公庫（順不同）/８機関・団体 

■共 催：アテックス株式会社 

■協 賛：45機関・団体 

■出展者数：国内外 152社・団体（4/22現在） 

■来場者数：33,000名（目標） 

■入場方法: WEB事前来場登録 または招待券持参（無料） 

■同時開催展：スマートアグリ ジャパン 2022 

１．施設園芸・植物工場展２０２２（GPEC）開催について 
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□来場誘致活動について 

今後の来場誘致活動につきましては、主催者・事務局側の活動〔ＧＰＥＣニュース、メルマガの定

期配信、新聞・雑誌への広告掲載、他業種向け媒体への広告掲載、Webサイト等への広告掲載、リス

ティング広告の実施、ＤＭの大量配布など〕と、関係各機関からの協力活動（出展者向招待状配布、

公式サイト出展者情報の公開、後援・協賛団体からの来場依頼、全国のＪＡへ招待券等の送付、記者

発表会の開催など）を実施、さらに、ＱＲコードシステムの周知による事前来場登録（非接触・感染

症対策）などを行っていきます。 
 

◆ＧＰＥＣ事務局からのお願い！ 

施設園芸関連に特化した新技術の展示や最新の技術情報、先進的な生産者の成功事例紹介等のセミ

ナーなど（全て聴講無料）、大変内容の充実したものを提供できると考えていますので、多数の生産者

の皆さんのご参加の下、“日本の施設園芸の将来をみんなで考える場”として活用して頂ければ大変あ

りがたいと考えます。生産者の多くの方々のご参加を心よりお待ちしておりますので、皆さんの周り

の生産者へ一声かけて頂ければ幸いです。 
 

詳しくは公式Ｗeb サイトにアクセス     

www.gpec.jp 

※特別招待券は、6 月上旬より全国に向けて発送予定です。 

特別招待券を大量にご希望の場合は、事務局までお申し出ください。 

多くの生産者の皆様へ配布をお願いいたします。 

併せて、感染症対策として、「事前来場登録」を推奨いたします。 

 
 
 
 

 
   

 

世界的な新型コロナウイルス感染症の影響に伴う渡航・入国制限措置及び入国後の行動制限措置

などの対応が未だに不透明なことから、今年度についても昨年度に引き続き、海外研修ツアー企画を

中止せざるを得ない状況ですので、ご了承願います。当協会主催の海外研修ツアーを毎年楽しみされ

ている会員様にとっては、大変申しわけありませんが、ご理解の程よろしくお願いいたします。 

 
 

【国内情報】 

 

 

 令和４事業年度施設園芸セーフティネット構築事業について当協会の公募を４月 27 日から開始し

ています。 

令和４事業年度から燃油補填積立金（農家積立金）について、燃油価格の 170％相当までの高騰に備

え積み立てる場合の選択肢を追加する実施要領等の改正を行っております。 

公募の締切りは８月 15日となっていますが、各都道府県協議会がそれぞれ公募期間を設定していま

すので、詳しくは各都道府県協議会へお問い合わせ下さい。 

会員の皆様には、引き続き本対策について情報提供して参りますので、よろしくお願いしたします。 

１．令和 ４事業年度の施設園芸セーフティネット構築事業の公募について 

施設園芸等燃油価格高騰対策について 

２．２０２２海外施設園芸現地研修ツアーの実施について  
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野菜流通カット協議会（事務局：一般社団法人 日本施設園芸協会）は、農林水産省の助成を受け

て、加工・業務用国産野菜の生産・流通等の拡大を図ることを目標に水田農業高収益作物導入推進事

業（全国推進）を新たに実施することとしています。 

 

❖事業の概要 

  園芸産地の育成を促進し、実需者ニーズに対応した園芸作物の生産拡大を実現するため、まとまっ

た規模で安定的に園芸作物を生産及び供給することが可能となる水田地帯において、園芸作物への作

付けの転換に向けて、新しい園芸作物産地育成に必要な技術面や販売面での課題の抽出、改善方策の

検討等を行うなど、水田地帯における水稲等から転換による園芸作物の生産・出荷体制の構築に向け

た取組が期待されています。  

近年、水田等で新たに野菜生産を始める地域の拡大や生産技術の発達の向上等により、一部の野菜

については生産の増加がみられている一方、コロナ禍の影響等もあり、家庭食の増加や調理時間の短

縮嗜好により冷凍野菜などの加工・業務用野菜の調達ニーズが高まっているものの、青果主体の生産

体制が継続している現状を踏まえ、冷凍野菜等に関する調査分析を進め、国内での原料調達が可能と

なる需要に応じた柔軟な野菜の生産・出荷体制を構築する環境づくりを推進する。  

なお、近年は異常気象の頻発等により、加工・業務用野菜で求められる「定時・定量・定品質・定価

格」のニーズ対応や園芸作物の生産を拡大するため、水田を活用した新たな園芸産地の育成、まとま

った面積での機械化一貫体系等導入、端境期の出荷等に取り組む産地育成等の課題解決に向けて、当

事業において幅広い取組を推進し、その成果を全国の加工・業務用野菜の産地や実需者に波及させる

ことを目的として本事業を行います。    
     

このため、本協議会では、これらの課題解決に必要な以下の取組みを実施します。  
 

① スマート農業推進のため、水田利用での野菜等の機械収穫実演会の開催   

② 加工・業務用野菜等の品種開発に取り組んでいる研究圃場視察と品種開発関連セミナーの開催 

③ 冷凍野菜の素材原料の国産化を推進するため、委託実証試験栽培の実施   

④ 加工・業務用野菜の販路確保・拡大を促進するための産地・実需者に向けた情報交換会セミナーの

開催          

⑤ コロナ禍で各セミナーへの参加が見送られたりするため、セミナー内容を後日配信するサービス 

  を行う          

⑥ 園芸作物転換強化事業（都道府県推進）の実施地区への現地ヒアリング調査の実施  

⑦ 水田利用の園芸作物へ転換する際の品目別マニュアル作成・発刊   

⑧ 物流・流通センター等視察及び青果物貯蔵・流通・販売等に関するセミナーの開催  

⑨ 青果物の冷凍野菜実証試験を行い、実用性の検証      

⑩ 新型コロナ影響・事例等や青果物・野菜加工品等の輸出入動向・今後の可能性に関するアンケー 

ト調査          

⑪ 冷凍野菜（国内・海外輸入）の素材原料を含む取り扱い実態アンケート調査   

⑫ 生産者や実需者、流通業者などの中から専門委員を任命し、農林水産省との意見交換会の開催 

⑬ 当事業で課題解決に向けて年間取り組んだ内容を盛り込んだ総括的なセミナーの開催  

  

２．水田農業高収益作物導入推進事業(全国推進)の取り組みについて 

野菜流通カッ ト 協議会
Vegetables Distribution and Cutting Association
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※上記スケジュール及び各セミナーの案内等は、協議会のホームページにて、ご確認ください 

 

 

 

 
 
 

 

 

農林水産省では、既存ハウスも活用しながら、データを活用した施設園芸（スマートグリーンハウ

ス）への転換を促進するため、生産性・収益性の向上につながる体制作り、ノウハウの分析・情報発信

などの取り組みを支援しています。 

 当協会では、令和３年度「スマートグリーンハウス展開推進」事業の成果を５冊の事業報告書に取

りまとめ、当協会の Webサイトで公開しています。 

https://jgha.com/dl/ 

事業報告書 

（別冊 1）「大規模施設園芸・植物工場 実態調査・事例調査」 

（別冊 2）「スマートグリーンハウス転換の手引き  ～データ活用と実践の事例～」 

（別冊 3）「農業用ハウス設置コスト低減のための事例集」 

（別冊 4）「スマートグリーンハウスの普及拡大に向けた人材の必要性とその育成方法の検討」 

令和４年度も本補助事業の実施主体として採択されましたので、昨年の成果を踏まえて、専門家グ

ループによる委員会を編成し、以下の取り組みを推進します。 
 

（１）転換等に取り組んだ産地等の取組に関する横断的な情報発信 

・スマートグリーンハウスへの転換の取組成果等についてホームページ、YouTube 等で情報発信

をする。総合セミナーや地域セミナー、施設園芸・植物工場展(GPEC)2022 などで紹介します。 

・転換に取り組んだ産地等を横断的に比較・分析して情報発信等を行う Web シンポジウムを開催

します 

・高度環境制御やスマート化技術を導入した施設園芸における経営や課題と改善に関する実態調

査、および優良事例調査を実施します。 
 

（２）先進的な取組を行う生産者のネットワークの形成、栽培・経営指導、データ等の収集・分析、手

引きの策定等 

・スマートグリーンハウスへの転換に取り組む産地等における情報交換会を実施します。 

・委員による現地調査により、転換等に取り組む産地における手法や課題を洗い出し、その解決に

向けて、技術的・経営的支援等を行います。 

・上記の現地調査結果から得られた知見や課題・ノウハウを分析・整理し，新たにスマートグリー

ンハウスへの転換展開に取組む産地や生産者などを対象にした手引きを策定し，発信します。 
 

（３）転換等に向けた指導者育成のための研修、人材育成カリキュラムの検討等 

・全国６か所の植物工場事業拠点において、スマートグリーンハウス技術の指導者等を育成する

ための研修を実施します。 

・民間活力を活用した有償コンサルティングビジネスの確立およびスマートグリーンハウスでの

３．スマートグリーンハウス展開推進事業について 

ＵＲＬ：http：//www.vedica.jp 

 

野菜流通カッ ト 協議会
Vegetables Distribution and Cutting Association

https://jgha.com/dl/
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人材育成に向け、標準的カリキュラムや共通教材の選定、全国的なネットワーク形成等について

試行を行います。 
 

（４）転換等の技術導入コスト及びランニングコスト低減に向けた検討・普及 

・目的に応じた最適な技術導入のモデル化について検討を行うとともに、リノベーションを含む

農業用ハウス施工の低コスト化技術を収集します。 

・農業用廃プラの運搬・処理について，関東４県（茨城、千葉、栃木、群馬）を対象に，広域での

運搬・処理することにより、低コストで効率的な資源循環を試行します。また、プラスチック

資源循環に向け、再生処理品の出口対策、リサイクル技術について分析検討を行います。 
 
 

    

 
 

農林水産省では、「農業分野におけるオープンAPIの整備に向けたガイドライン（農林水産省 令

和３年２月10日策定」に基づき、農機・機器メーカやICTベンダー、業界団体、研究機関等が行

う、農業データを連携・共有するための環境整備を支援することとして、昨年度から本事業を推進

しています 

施設園芸分野においても、画像センシング、環境・作業モニタリング、環境制御、栽培データ活

用、経営データ管理等において、スマート化のシステムやツールの導入が進んでいる中で、先進的

な地域や農業者において、データの共有化への取組も始まっているところです。 

当協会では、今年度も農研機構や関係団体と連携して、農林水産省の公募に応募し、本事業の実

施主体として採択されました。 

現在、昨年度の成果※のとりまとめを図りつつ、①協調データ項目の特定・拡大、データ形式の

標準化、②ＡＰＩの標準的な仕様の整備、接続検証、③データの利用権限等の取扱ルールの策定等

について、今年度の事業計画の具体化が進められています。また、今後、施設園芸分野におけるオ

ープンAPIを推進していくため、関係する情報提供に努めてまいります。 

※・農機OpenAPI仕様書（ドキュメント、Swaggerファイル） ほ場農業機械 編  

穀物循環式乾燥機 編    施設園芸機器（環境データ） 編  

・API利用規約条文例 及び条文例解説 

  ・API接続チェックリスト 及びその解説  

いずれも農研機構における農機API共通化コンソーシアムのウェブサイトにて公開予定 

 

 

 

 

〇プラスチック資源循環促進法の施行（４月） 

令和４年４月からプラスチック資源循環促進法が施行されました。製造・販売事業者から排出事業

者まで、プラスチックに関わるすべての事業者がプラスチックの資源循環に取り組むこととなります。 

「作りっぱなし」「売りっぱなし」「使いっぱなし」は許されず、それぞれの企業や事業者において、

自主回収・再資源化事業に取り組むことや製造企業にあっては製品設計指針に沿った製造などに取り

組みます。 

４．農林水産データ管理・活用基盤強化事業の取組について 

５．プラスチック資源循環促進事業について 
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経産省・環境省の作成したプラスチック資源循環促進パンフレットを見ると製造・販売事業者の自

主回収・再資源化事業のスキーム図が記載してあります。それが基本となりますが、農業用廃プラは、

当協会（全国協議会）及び都道府県協議会の支援のもと、市町村協議会が指定日集団回収方式を中心

に対応してきました。これは廃棄物処理法対応を背景に進め、現在の農業用廃プラのリサイクル率は

75％程になっています。 

今後は、３Ｒ（Reduce、Reuse、Recycle）+Renewableに向けた一層の取り組み、製品の使用スタイ

ルや使用後の出口対策も極めて重要であるといえます。当協会としてはプラスチック資源循環促進委

員会（竹谷裕之委員長）を新たに設置し、農業用廃プラのリサイクル率 100％を目指した支援活動を進

めてまいります。製造・販売事業者及び排出事業者の皆様には、これまで以上の連携・ご支援・ご協力

を今後ともよろしくお願いします。 

【特設サイト】 

http://plastic-circulation.env.go.jp 

（IE以外のブラウザで閲覧ください。） 
    
 

【技術情報】 
 

 

 

４月 21日～５月 27日まで、（一社）全国農業改良普及支援協会（以下、普及支援協会）より、令和

４年度新技術波及展開事業における第 1回普及技術カタログ公募が始まりました。 

（普及支援協会の HP参照 https://www.jadea.org/news/news-20220421.htm） 
 

普及支援協会では、技術を普及現場に迅速に波及・展開するため、民間企業等が開発した農業の生

産性向上等に資する技術をカタログ化し、当該技術に関する普及組織への情報提供・意見交換、現地

説明・研修会等の場づくりを行い、技術・製品・サービス等の迅速な普及を支援するとともに、普及

現場に上がってくる農業者や関係機関等のニーズを民間企業等につなぐこともめざし、民間企業等の

技術普及担当者と普及指導員とのネットワークづくりを支援しています。 

本事業の一環として取り組まれている「普及技術カタログ」の整備について、とりわけ、施設園芸

関係については、水田地帯における園芸作物への作付けの転換等、新しい園芸作物産地育成をはじめ、

収益の高い園芸作物の生産振興が、現場の普及指導機関においても大きな課題となっており、施設園

芸に係る技術情報へのニーズが高まっているとのことです。 

協会の会員企業の皆様におかれましても該当する技術について、積極的な応募が期待されています。 
 

 

 

 

 ＮＰＯ植物工場研究会より、「2022年度植物工場研修【暫定版】」のご案内がありました。 

詳細は、以下のホームページをご覧ください。 

            https://npoplantfactory.org/training/ 
 

■ 研修ご案内例 ■ 

◆ 研修 No1＜Web・オンデマンド配信型＞ 

２．◆ 2022 年度 植物工場研修のご案内 ◆ 植物工場研究会 

     

１．技術普及カタログ公募について 

https://www.jadea.org/news/news-20220421.htm
https://npoplantfactory.org/training/
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「ここから始める植物工場の基礎」 

視聴期間：5/25(水)～6/6(月) 13日間 

Zoom質疑応答 : 6/2(木)14:00～15:00 

視聴時間：６時間程度 

募集期間：2022/4/20(水)～5/24(水) 予定 

≪ご案内≫ 

植物工場をこれから始める方のための研修です。 

太陽光型、人工光型の分類なく学べ、より高度な研修を受ける為のファーストステップとなります。 

 

【行政情報】 

 

 
 

令和４年４月１日付け等で施設園芸を担当されている農林水産省園芸作物課花き産業 施設園

芸振興室の人事異動があり、それに伴い業務分担も一部で変更がありましたので、当協会に関係

する業務に係る主な業務分担とともに、ご紹介致します。 
 

○花き産業・施設園芸振興室の施設園芸関係の体制 

尾室 義典 花き産業・施設園芸振興室長    

   浅見 武人 課長補佐（施設園芸対策班担当） 

   竹尾  洋平 行政事務研修員： 

（一社）日本施設園芸協会の担当窓口。スマートグリーンハウス展開推進（全国事業）、

スマートグリーンハウス先駆的開拓推進事業の主担当。注：長崎県からの派遣。 

   中瀬 雅樹 係長： 

データ駆動型農業の実践体制づくり支援（地区推進事業）、強い農業・担い手づくり総合

支援交付金等の施設整備事業、ＧＰＥＣの主担当。 

   野見山 直美 係長：  

燃油価格高騰対策、園芸用プラスチック適正処理対策の主担当。 

豊川 浩気 係員： 

ハウスの低コスト化、研究開発等の技術対策、後援名義使用許可の主担当。 

佐々木 秀 係員： 

訪花昆虫対策、SDGs 対応型施設園芸確立、園芸産地における事業継続強化対策、日オラ

ンダ農業協力対話の主担当。注：釧路市からの出向。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

１．農林水産省 花き産業・施設園芸振興室の新体制について 
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２．スマート農業の全国展開に向けた導入支援の２次公募の開始について 
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公益社団法人農林水産・食品産業技術振興協会から、標記の表彰候補者の推薦について当協会に依

頼がまいっております。この事業は、農林水産業及び関連産業の研究開発業務に従事し成果を挙げら

れた個人または団体を表彰対象とし、民間企業の研究者・技術者とともに、地域に根ざした地道な技

術開発や篤農技術の開発を行った農林漁業者も表彰の対象としています。皆様のご存知の方で、施設

園芸関係の研究開発業務で成果を挙げられた方がいらっしゃいましたら、是非当協会までお知らせく

ださい。詳しいことは、下記のホームページをご覧ください。 

  令和４年度（第 23回）「民間部門農林水産研究開発功績者表彰」における候補者の募集開始に   

ついて：農林水産技術会議 (maff.go.jp) 
 
 

 

 

省エネルギー性に優れる「施設園芸用ヒートポンプ」の導入に要する設備費の一部を補助する補 

助金です。 

詳細は、執行団体を務めるヒートポンプ・蓄熱センターのホームページをご覧ください。 

・令和３年度補正「省エネルギー投資促進支援事業費補助金（産業ヒートポンプ）」 

● 公募期間：４月 22日～５月 20日（２次公募） 

・令和４年度「先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金（産業ヒートポンプ）」 

● 公募期間：５月下旬～６月下旬予定 

 ※ヒートポンプ・蓄熱センター補助事業ポータルサイト 

               https://hptcj-portal.com/ 

 

【会員通信】 
 
 

● 新入会員紹介： 旭化成株式会社 合成ゴム技術開発部 
 

会社概要 
 

・設立      1931年 

・資本金     103,389 百万円 

・代表取締役   工藤 幸四郎 

 ＜合成ゴム技術開発部＞ 

・所在地     〒210-0863 神奈川県川崎市川崎区夜光 1-3-1 

・電話/ＦＡＸ   044-271-2420（代表）／ 044-271-2424 

・ＵＲＬ      https://www.asahi-kasei.com/jp/  
 
 

事業内容（開発内容） 
 

・ＵＲＬ       https://www.akelastomer.com/applications/asphaltmodification/ 

 ◆ アスファルト用改質剤 「タフプレン」・「アサプレンＴ」 

４．【施設園芸用ヒートポンプ導入補助金のご案内】 

     

３．令和４年度（第 23 回）民間部門農林水産研究開発功績者表彰候補者の募集について 

 

https://www.affrc.maff.go.jp/docs/press/220413_9.html
https://www.affrc.maff.go.jp/docs/press/220413_9.html
https://www.asahi-kasei.com/jp/
https://www.akelastomer.com/applications/asphaltmodification/
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   元々は、アスファルトへ添加することで軟化点や低温特性など様々な物性を向上させることが

目的の改質剤でしたが、最近、様々な樹脂をアスファルト中へ相容化できる機能も有することが

発見されました。この特長を活かし、農業フィルム廃材のアスファルト中へ相容化させ、骨材（石・

砂）とのバインダーとして使用（リサイクル）する検討を行っております。 

   農業で発生した廃フィルムをその地元の道路（農道等）へリサイクルするシステムを構築し、

適正処理と同時に環境対応への貢献も行っていきます。 

 

  ［対象品目］ 農業用フィルム（農ＰＯ・農ポリ、マルチ）の廃材 
 

● 新入会員紹介： 株式会社ヒラカワ 
 

会社概要 
 

・設立年          1912年４月（明治 45年） 

・資本金          9,000 万円 

・代表取締役社長  平川 晋一 

・本社所在地      〒531-0077  大阪市北区大淀北１丁目９番５号 

・電話/ＦＡＸ   06-6458-8687 ／ 06-6458-8691 

・ＵＲＬ      https://www.hirakawag.co.jp 
 
 

事業内容 
 

◆各種温水ヒータ、蒸気ボイラおよび周辺機器の開発・製造・販売・メンテナンス 

施設園芸温室向けの暖房熱源としてガス、油、バイオマスなど多彩な燃料に対応しています。 

特にガスを燃料とした潜熱回収温水器「UltraGas(ウルトラガス) Series」では、業界最高の熱効

率を実現しています。 

各種環境制御装置での制御にも対応しています。 
 

◆CO2施用システム 

各種温水ヒータの排ガスを利用して施設園芸温室向けに CO２を供給します。 

施設園芸温室向けの暖房熱源として設置する温水ヒータの排ガスを有効活用するもので、CO2の直

接施用をするための排ガス冷却装置も含めたご提案が可能です。 

各種環境制御装置での制御にも対応しています。 
 

 

● 新入会員紹介： サンクールシステム株式会社 
 

会社概要 
 

・設立年     平成２年３月 

・資本金     1,000 万円 

・代表者     宮永 泰宏 

・本社所在地   〒880-1103 宮崎県東諸県郡国富町嵐田 828番地 

・電話/ＦＡＸ     0985-75-1322 ／ 0985-75-1323 

・ＵＲＬ     www.suncool.co.jp 
 
 
 

https://www.hirakawag.co.jp/
http://www.suncool.co.jp/
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事業内容 
 

◆施設園芸用機器（自動開閉装置・ハウス環境制御システム・自動潅水装置・警報装置・光合成促 

進装置・大型農業用瞬間温水機）の販売・施工・メンテナンス 
 
 
 

主な取扱商品 

◆自動開閉装置『SFNeo型』 

制御盤は１～４系統、谷・サイド・内張り・天窓の換気に使用でき、各々の制御条件を設定でき

ます。センサーは温度・湿度・雨・風向風速・外気温が接続可能。温度は２４段設定・任意時間設

定選択し P・ｌ･D 制御と蓄積されたオリジナル制御によりハウス内の温湿度の変化量を最小に抑

えることが可能です。またお手頃な『サンパワーNEXT』もラインナップしております。 

 また、さらにコンパクト設計された『サンパワーLIGHT』は、モーター２台接続でき、温度・タイ

マ制御が可能です。さらに環境制御盤と接続可能でインターフェース盤としても使用できます。 
 

◆ハウス環境制御システム『グリーンラボⅡ』 

環境データはクラウド管理し、スマートフォンやタブレットなどで、いつでも・どこでも確認

が可能です。共有設定により、データを仲間や部会内で比較検討することができます。制御ユニ

ットから制御機器を接続でき、制御変更やリモート操作が可能です。 
 

◆自動潅水装置『アクアスマート』 

制御盤は 8・16・26・36系統の４種類、センサーは日射・雨・土壌・流量計が接続できます。潅

水時間や流量を設定し、プログラム潅水・日射潅水・クイック潅水が行えます。また土壌センサー

の値により潅水量を調整することが可能です。 
 

当社は、創業以来、施設園芸ハウスの自動開閉装置を中心に事業展開を行っています。 

生産者が、労働力をいかに省力化できるか、また、作物の収量アップ及び品質向上に役立つ商品開

発・販売を会社の経営理念としています。また近年では、農業 DX 化を推進すべく日々奮闘してい

ます。 
 

 

● 新入会員紹介： サンケンハウス株式会社 
 

会社概要 
 

・設立年     昭和 48年 3月 26日 

・資本金     3,000 万円 

・代表取締役   西口 智博 

・本社所在地   〒431-1103 静岡県浜松市西区湖東町 3043 

・電話/ＦＡＸ     053-486-1336 ／ 053-486-2218 

・ＵＲＬ     http://www.sanken-house.jp/ 
 
 
 

事業内容 

・施設園芸における温室の設計・施工・管理。 

（パイプハウス、軽量鉄骨ハウス、重量鉄骨ハウス、農業用倉庫など建築確認の伴う建築物） 

・作物に応じたハウスや環境制御装置、養液システム、スマート農業の提案。 

http://www.sanken-house.jp/
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【事務局から】 

お願い！ 

 昨年度のニュースレターから、メール配信を行っています。当協会の活動をサポートしていた

だいている国や地方自治体、農業団体、農業者、大学等研究機関、企業・団体等、皆様にもお送

りしております。 

 現在、燃油や資材価格高騰等により当協会の会員企業の皆様や施設園芸の現場は、その対応に

苦慮されているところと思います。こうした中、農業の環境負荷低減を目指す「みどりの食料シ

ステム戦略」関連法案が先日、国会で可決・成立し、カーボンニュートラルの実現に向けた計画

作りや各種支援策が進んでいくものと思われます。 

本ニュースレターを通じて、当協会会員の皆様はもとより、関係する関係機関の皆様に、適宜、

必要な情報を提供するとともに、当協会の活動もご理解いただいて、一層のご支援を賜りますよ

う、今年度もよろしくお願いいたします。また、関心のある方はメールアドレスのご登録よろし

くお願いいたします。 

【登録先：fujimura@jgha.com】 

また、このニュースレターは、会員の皆様の参加により作られます。 

会社の動向、施設園芸等に関する意見、協会や国に対する要望等の“皆様の声”を積極的に 

お寄せ下さるよう、引き続きよろしくお願いします。 

 

発行責任者:事務局長 藤村 博志 (fujimura@jgha.com)          

作成担当者:企画部長  平島 誠也（hirashima@jgha.com） 

・フィルムや暖房機などの設備等、農業用資材全般の販売。 

・肥料、農薬などの販売。 

・ハウス解体/移設業務。 

・農産物の販売業務。 
 

＜特徴＞ 

・自社工場を有し、お客様のニーズに合った温室の設計が可能。 

・作物に応じて、ハウスから設備、環境制御装置までプロデュースが可能。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

7 月 20 日～22日に東京 ビッグサイトで開催される

ＧＰＥＣへ 

 

 

   

     ７月 20 日～22 日に東京ビッグサイトで開催されるＧＰＥＣへ 

     皆さん、ぜひご来場ください！  

mailto:fujimura@jgha.com
mailto:hirashima@jgha.com

